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（1）事業の目的

・北海道縦貫自動車道は、函館市を起点とし、室蘭市、札幌市、旭川市、士別市、名寄市等を経由して稚
内市に至る高規格道路。

・七飯～大沼は、高速ネットワークの拡充による道央圏と道南圏の連絡機能の強化を図り、地域間交流の
活性化及び重要港湾函館港、拠点空港函館空港等への物流の効率化等の支援を目的とした、七飯イン
ターチェンジ（仮称）から大沼公園インターチェンジに至る延長１０．０ｋｍの事業。

1.事業の概要
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■位置図 ■事業概要図

七飯町

函館市



①起点 ‥‥北海道亀田郡七飯町字仁山

終点 ‥‥北海道茅部郡森町赤井川

②計画延長‥‥10.0km

③幅員 ‥‥12.0m

④構造規格‥‥1種2級

⑤設計速度‥‥100km/h

⑥車線 ‥‥暫定2車線

⑦事業主体‥‥北海道開発局

（2）計画の概要 （3）経緯
ほっかいどう かめだ ななえちょう にやま

1.事業の概要

昭和63年度 整備計画

（北海道亀田郡七飯町～

北海道山越郡長万部町間）

平成 5年度 施行命令

平成17年度 整備計画変更

（新直轄方式へ切替）

事業化

用地補償着手

平成20年度 事業再評価

平成23年度 事業再評価

平成26年度 事業再評価

平成27年度 工事着手

平成29年度 事業再評価

令和 4年度 事業進捗率２３％
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ほっかいどう かやべ もりまちあか い がわ

（単位：m）

※事業進捗率は事業費変更後の進捗率
（令和4年3月末時点）

■横断図



（1）事業を巡る社会情勢等の変化

平成18年2月
上磯町と大野町
が合併

平成17年4月
旧森町と
砂原町が合併

平成17年10月
旧八雲町と
熊石町が合併 国道278号 尾札部道路

平成２４年３月
函館市安浦町～函館市豊崎町開通

函館・江差自動車道
平成１５年 ３月
函館IC～
北斗中央IC開通
平成２１年１１月
北斗中央IC～
北斗富川IC開通

写真：函館開発建設部

函館新外環状道路
平成２７年３月
函館IC～赤川IC開通
令和３年 ３月
赤川IC～函館空港IC開通

写真：函館開発建設部

北海道縦貫自動車道
[NEXCO区間]
平成２１年１０月
八雲ＩＣ～落部ＩＣ開通
平成２３年１１月
落部ＩＣ～森ＩＣ開通
平成２４年１１月
森ＩＣ～大沼公園ＩＣ開通

写真：函館開発建設部
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2.事業の必要性等

国道278号 鹿部道路
平成２５年３月
鹿部町字鹿部～同町字本別全線開通

令和元年７月
「北海道・北東北の縄文遺跡群」
世界文化遺産国内推薦候補選定
令和３年７月
「北海道・北東北の縄文遺跡群」
世界文化遺産登録
令和３年７月
史跡「垣ノ島遺跡」 一般公開

写真：函館市

垣ノ島遺跡大船遺跡

平成２８年３月
道南いさりび鉄道開業

平成２８年３月
北海道新幹線
新青森～新函館北斗間開業

写真：函館開発建設部

平成１７年６月
函館空港
新ターミナルビル開業
平成２９年１月
函館空港
国際線ターミナル拡張

令和２年１月
北海道内７空港民間運営開始 写真：函館空港HP

平成２３年度～
函館港北ふ頭地区複合
一貫輸送ターミナル整備事業
平成２８年度～
函館港若松地区における
クルーズ船に対応した港湾整備
平成２９年３月
函館港幹線臨港道路湾岸線
全線開通 写真：函館開発建設部

平成３０年１０月
函館港若松地区
クルーズ船岸壁暫定供用

平成３０年３月
道の駅
「なないろ・ななえ」開業

平成２８年３月
道の駅
「しかべ間歇泉公園」
開業

写真：函館開発建設部

平成２４年３月
北斗富川IC～
北斗茂辺地IC開通
令和４年 ３月
北斗茂辺地IC～
木古内IC開通

写真：函館開発建設部

平成２８年１月
道の駅
「みそぎの郷 きこない」開業

写真：函館開発建設部



（2）事業の整備効果

○交通混雑の緩和及び道路交通の安全性向上
・交通転換が図られ、交通混雑の緩和及び道路交通の安全性向上が期待される。

○物流の利便性向上
・定時性及び安定性の高い輸送ルートが確保され、物流の利便性向上が期待される。

○広域周遊観光の利便性向上
・広域観光の周遊性が向上し、更なる観光の活性化が期待される。

○救急搬送の速達性・安定性向上
・急カーブや急勾配が回避され、函館市の高次医療施設への速達性・安定性向上が期待される。

○災害時の緊急輸送ルートの強化
・国道５号の代替路が確保され、救命・救助活動や緊急物資支援など、復旧・復興に寄与する緊急輸送ルートの強

化が期待される。

2.事業の必要性等
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（2）事業の整備効果（交通混雑の緩和及び道路交通の安全性向上）

・当該道路と並行する国道５号は、道央圏と道南圏を結び、物流・人流の基幹となる主要な幹線道路。
・主要渋滞箇所が２箇所存在し、観光シーズンのみならず平日も激しい交通混雑が発生し、平日の混雑
度は全道平均の約３倍。また、５年間で死亡事故１件を含む２８件の交通事故が発生するなど、生活交
通等に影響を与えており、定時性及び安全性の向上が課題。

・当該道路の整備により、交通転換が図られ、交通混雑の緩和及び道路交通の安全性向上が期待。

【当該道路と並行する国道5号の交通混雑状況】 【当該道路と並行する国道5号の渋滞状況】

2.事業の必要性等

出典：【渋滞長】函館開発建設部調べ

大沼公園鹿部線交差点

出典：全国道路・街路交通情勢調査、函館開発建設部

【並行現道区間の交通量・混雑度】
交通量(台/日) 混雑度平日 ＧＷ

混雑度平地部全道平均0.47（平日）

交通量 混雑度

※渋滞長調査日：R1.5.3

■地域の声
（R4.5 観光バス会社職員）
・国道５号は平日も非常に交
通量が多く混雑しています。
週末はもとより特にゴールデ
ンウィークやお盆などの観光
時期は混雑が激しく、たびた
びバスが大幅に遅れます。
・観光バスのドライバーは、
渋滞に巻き込まれ飛行機の時
間に間に合うかハラハラする
ことも多く、早期の開通が望
まれます。
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【高規格道路開通前後における
国道5号の死傷事故件数の変化】

※各５年間の合計値

写真：函館開発建設部
（R1.5.3撮影）

上磯峠下線交差点付近

北
斗
市

（大沼公園IC～森IC並行区間）

H24.11.10開通

渋滞長観測地点

死傷事故件数 約７割減
死傷事故率 約６割減

死
傷

事
故

率
（
件

/
億

台
km

）

最大渋滞長
下り5.9km

最大渋滞長
上り8.6km

◆並行現道区間
死傷事故件数：28件
（H28～R2年）

追突

53.6%
相互その他

25.0%

右左折時

10.7%

正面衝突

7.1%

出会頭

3.6%

出典：函館開発建設部
ITARDA事故データ

【当該道路と並行する
国道5号の事故類型別割合】

H28～R2年
死傷事故件数

（5ヶ年計）
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19.8%

（2）事業の整備効果（物流の利便性向上）

函館港

・重要港湾函館港は、道内の港におけるフェリー航送台数の約２５％を占め、コンテナ取扱量も５年間で
１．６倍に増加するなど、道内と道外を結ぶトラック輸送の重要な拠点。また、道内トップの生産を誇る農
水産品は、当該道路と並行する国道５号を経由し札幌など道央圏へ輸送。

・物流拠点や市場への輸送が遅延した場合、取引価格の低下による売上げ減少等の損失が発生するた
め、定時性及び安定性の高い輸送ルートの確保が課題。

・当該道路の整備により、定時性及び安定性の高い輸送ルートが確保され、物流の利便性向上が期待。

コンテナ航路：韓国、中国、市原、東京
フェリー航路：青森、大間
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2.事業の必要性等

【道南圏～他地域間の物流基幹ルート（並行現道の国道５号利用）】 【道内の港の航路別フェリー航送台数割合】

出典：数字でみる北海道の運輸

R1年度
全道計

154.8万台

函館～青森
24.8%

■地域の声（R4.5 農産物取扱事業所職員）
・渡島管内の主要集出荷拠点から札幌方面に出荷する場合、七飯～大沼が整

備されれば、高速道路の利用利便性が格段に向上するため、特に観光シー
ズンの混雑が激しい時期など頻繁に利用することになると思います。

【函館港コンテナ取扱量】

出典：函館港統計年報

5年間で
1.6倍に増加

【道内振興局別マグロ漁獲量】

＜ネギ＞

【札幌市中央卸売市場の地域シェア】

＜ほうれんそう＞

渡島

473.7t

35.1%

胆振

221.0t

16.4%

石狩

175.3t

13.0%

桧山

145.1t

10.8%

その他道内

333.7t

24.7%

出典：札幌市中央卸売市場

渡島

1,658.8t

55.0%
空知

519.6t

17.2%

胆振

328.0t

10.9%

その他道内

510.6t

16.9%

R3年全道
ほうれんそう

取扱量
1,349t

R3年
全道

ネギ取扱量
3,017ｔ

松前町 福島町

■札幌方面への出荷状況（R3年度）
ほうれんそう：約 210ｔ/年
ネ ギ：約1,000ｔ/年

※JA新はこだて大野基幹支店分

札幌市中央
卸売市場 等

道央方面

ＪＡ新はこだて大野基幹支店
（共選場）（ネギ、トマト等）

凡 例

物流基幹ルート

農産品出荷ルート

マグロ出荷ルート

マグロ集出荷施設
（森町砂原）

道内1位

道内1位

出典：函館港要覧（2021）、R2北海道水産現勢
各事業者ヒアリング （JA新はこだて大野支店、
松前さくら漁協、運送会社）
物流品目：貨物地域流動調査（R2）

R2年
全道マグロ

漁獲量
318ｔ

渡島地域で

約９割の
全道シェア

出典：R2北海道水産現勢

※函館～青森には
函館～大間は含まない

新野菜広域流通施設（共選場）
（ネギ、ほうれんそう、だいこん等）
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（2）事業の整備効果（広域周遊観光の利便性向上）

・道南地域は、函館市を中心とした道内有数の観光地であり、国内外からの観光入込客は増加傾向にあ
り、その内の約７割が自動車利用による来訪。

・高規格道路ネットワーク延伸により、札幌～函館間を結ぶ都市間高速バスの直行便が増加しており、更
に広域観光周遊を支援する速達性・安定性の高い周遊観光ルートの確保が課題。

・当該道路の整備により、広域観光の周遊性が向上し、更なる観光の活性化が期待。

出典：バス会社ＨＰ、旅行会社ＨＰ
各自治体・観光協会ＨＰ

乗用車等

67.2%

鉄道

16.8%

航空機

9.4%

船舶 6.6%

※乗用車等：バス含む
出典：来函観光入込客数推計（R2年度）

2.事業の必要性等

【渡島管内の観光入込客数推移】 【渡島管内の訪日外国人
宿泊客数推移】

出典：北海道観光入込客数調査

■地域の声（R4.5 都市間高速バス会社職員）
・高速道路が延伸され、利用者の直行便に対するニーズが

増加したため、直行便の便数を増やしてきました。
・大沼公園以南が延伸されれば、都市間バスの速達性や安

全性がさらに向上するため、函館観光もさらに活性化す
ると期待しています。 9

【札幌～函館間の都市間高速バス
直行便数の変化（札幌発）】

H21.10.10
落部IC～
八雲IC開通

H23.11.26
森IC～落部IC開通

H24.11.10
大沼公園IC～森IC開通

出典：北海道中央バスＨＰ、北海道バスＨＰ(R4.4.1 現在)

走行時間の短縮により
直行便が充実

※H30年8月より週末限定便２便（往復/週）、R4年4月より直行便２便増便。

※１日あたりの片道最大運行便数（曜日により発着便数に変動あり）

※R4.4.1現在、週末限定便２便（往復/週）及び深夜便1便（往復/日）運休中

【函館への来訪観光客の
交通機関割合】

【周遊観光バスツアー事例及び都市間高速バスの運行状況】

大船遺跡

至 札幌
（発着）

函館市内

写真：はこぶらＨＰ

五稜郭公園

※1：うち１往復/日は、夜行便
（R3年度は年末年始のみ運行）

※2：週末限定便（R3.12.1～運休中）

都市間高速バス発着
周遊バスツアー宿泊

写真：はこぶらＨＰ

※ R2は新型コロナに伴う移動制限（入国制限等）による低下

※

中空土偶（国宝）

●高速はこだて号
大沼公園IC経由 直行便５往復/日 ※1
八雲IC経由 通常便 ３往復/日
●函館特急ニュースター号
６便 （往復/日）
２便 （往復/週）週末限定便 ※2 ※

写真：はこぶらＨＰ

写真：松前町ＨＰ

松前城

凡 例

都市間高速バスルート

Ａ社バスツアールート

立寄地

Ｂ社バスツアールート

立寄地

主な観光地

R2年度
函館市

観光客数
3,103千人

◆並行現道区間
＜ＧＷ混雑度＞
Ｒ４：1.55

約７割が
乗用車利用



107.6

146.5

106.2

150.2

0.0

50.0

100.0

150.0

200.0

278.0

182.4

367.0

255.4

0.0

100.0

200.0

300.0

400.0

500.0

■地域の声（R4.5 八雲消防署職員）
・救急搬送時は一刻を争うため高速で走行していますが、高速道路

は現道に比べ患者への負担が非常に少ないです。
・函館市への救急搬送時は高速道路を利用しています。七飯～大沼

が整備された場合は、函館への搬送時間が短縮されますし、患者
への負担も更に軽減されるため必ず利用するようになります。

297 419 344 352 374

119

185
241 272 266

416

604 585
624 640

0

200

400

600

800

H28 H29 H30 R1 R2

（件/年）

（年）

一次搬送 二次搬送

97.6%

91.4%

52.0%

64.7%

2.4%

8.6%

48.0%

35.3%

0% 50% 100%

森町

八雲町

長万部町

今金町

函館市 その他市町

（2）事業の整備効果（救急搬送の安定性向上）
・国道５号沿線４町から高次医療施設のある函館市への救急搬送は増加傾向。二次搬送についても特に
森町や八雲町では９割以上が函館市へ搬送。また、心疾患や脳血管疾患の死亡率は全道平均を超過。

・当該道路と並行する国道５号には、急カーブや急勾配の区間があり、函館市への更なる速達性・安定性
の高い救急搬送ルートの確保が課題。

・当該道路の整備により、急カーブや急勾配が回避され、函館市の高次医療施設への速達性・安定性向
上が期待。

出典：北海道医療計画（H30～R5年度）

【函館市の高次医療施設】
・市立函館病院、国立函館
病院、函館赤十字病院、
函館脳神経外科 ほか
１８病院

長万部町
53件

今金町
52件

八雲町
159件

森 町
376件

＜第三次医療施設＞
市立函館病院

●診療科目数： 30科
●病 床 数：648床

出典：函館開発建設部

【森町・八雲町・今金町・長万部町から
函館市への救急搬送件数の推移】

出典：函館開発建設部

【森町・八雲町・今金町・長万部町の
函館市への二次搬送割合（依存度）】

出典：道内の病院一覧（R3.10.1）

出典：函館開発建設部

【沿線４町から函館市への救急搬送状況】

※R2年値

函館市に
依存

R2年
搬送件数

※ヘリ搬送を含む

2.事業の必要性等

【森町・八雲町・今金町・長万部町の要因別死亡率（H27-R1年平均）】

出典：北海道保健統計年報（H27-R1年）

脳血管疾患
全道平均
92

沿線4町：森町、八雲町、
今金町、長万部町

※当該道路区間を利用し函館
市への救急搬送が多い自治体

5年間で5割増

道南の三次医療施設は
「市立函館病院」のみ

10

全道平均超過
・心疾患 ：４町
・脳血管疾患：４町

森町 八雲町 長万部町 今金町

＜心疾患（高血圧症を除く）＞ ＜脳血管疾患＞

写真：函館開発建設部（R1.5.3撮影）

【並行現道の隘路区間】

(人/10万人) (人/10万人)

心疾患
全道平均
179



※開通前：縦貫道(八雲IC～大沼公園IC)～R5～
函館新道～R5利用

迂回時：R277～R229～R227～R5利用
開通後：縦貫道(八雲IC～七飯IC）～上磯峠下線

～R5～函館新道～R5利用

（2）事業の整備効果（災害時の緊急輸送ルートの強化）

【駒ヶ岳噴火時における当該道路
開通前・迂回時・開通後の八雲町～

函館市間の距離と所要時間】

開通後ルート

迂回時ルート

道路ネットワークの
多重性確保により、
防災対策が充実

通行止

開通前ルート

出典：駒ヶ岳火山防災ハンドブック（H22.3）、北海道緊急輸送道路ネットワーク計画書（R3.3））

【北海道縦貫自動車道による
復旧・復興イメージ】

【駒ヶ岳噴火の状況】【駒ヶ岳の噴火履歴】

写真：函館開発建設部
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2.事業の必要性等

【災害発生時の復旧・復興ルート強化のイメージ】

各ＩＣから
被災地域・
避難場所等
へアクセス

・当該道路周辺には、過去に噴火を繰り返している常時観測対象である活火山の駒ケ岳が存在。
・噴火時には、国道５号及び国道２７８号の通行止めによる大規模な迂回が課題。
・当該道路の整備により、国道５号の代替路が確保され、救命・救助活動や緊急物資支援など、復旧･復
興に寄与する緊急輸送ルートの強化が課題。

出典：H27全国道路・街路交通情勢調査

凡 例

【火山泥流・土石流】

積雪時の噴火で発生する
火山泥流によって災害が
発生する可能性がある。

凡 例

【火山泥流・土石流】

積雪時の噴火で発生する
火山泥流によって災害が
発生する可能性がある。

時期 規模 噴火の内容

1929年
（昭和4年）

大噴火 ・駒ヶ岳周辺地域に多大な被害

1937年
（昭和12年）

小噴火 ・小規模な噴火活動

1942年
（昭和17年）

中噴火 ・噴火による降灰、山頂に大きな亀裂

1996年
（平成8年）

小噴火 ・新たな火口が出現

1998年
（平成10年）

小噴火 ・新たな火口が出現

2000年
（平成12年）

小噴火 ・3ヵ月間に6回の小規模な噴火

81km

127km

81km

78分

153分

75分

0

60

120

180

0

60

120

180

開通前 迂回路 開通後

所要時間（分）距離（km）



・ＣＯ２排出量は、整備なしでは、 7,333,225（ｔ-ＣＯ２／年）。

・当該道路の整備により、 7,323,409 （ｔ-ＣＯ２／年）となり、整備されない場合に比べ、

9,815 （ｔ-ＣＯ２／年）の削減が見込まれます。

ＣＯ２削減量

９，８１５ｔ-ＣＯ２/年

森林換算

約９２６ｈａ

（札幌ドーム約１６８個分に相当）

12

■CO2排出量

出典：「道路環境影響評価等に用いる自動車排出係数の算定根拠（平成22 年度版）」
国土技術政策総合研究所資料No.671 (2012)）

■自動車の旅行速度とCO2排出原単位との関係

※対象地域：北海道全域
※令和22年将来交通量推計を基に算出
※森林のCO2吸収量は10.6 ｔｰCO2/ｈａ・年として試算

出典：『土地利用、土地利用変化及び林業に関するグッド・プラクティス・ガイダンス（優良手法指針）』
※札幌ドーム面積は建築面積5.5ｈａを使用し換算

2.事業の必要性等
（2）事業の整備効果（CO2排出量の削減）



（2）事業の投資効果 （全体事業費の変更）
・平成２９年度の再評価以降、新たに判明した事象に基づき設計及び施工計画を見直した結果、全体事業費が約９０

億円増加。

・引き続きコスト縮減に取り組むとともに、適正な事業管理に努めていきます。

■全体事業費変更要因

■全体事業費変更結果
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2.事業の必要性等

①トンネル掘削パターンの見直し
②トンネル掘削補助工法の見直し
③濁水処理施設の見直し
④トンネル施工に係わる基準類の見直し
⑤中央分離構造の見直し
⑥コスト縮減（トンネル非常用施設の見直し）

供用済
事業中

【七飯～大沼】

（H29再評価） （R4再評価）

914億円 1,004億円 90億円

（H29再評価） （R4再評価）

19年 24年 5年

事業期間※

増減年数

全体事業費
増減額

※ 費用便益比算定上設定した事業期間



2.事業の必要性等

①トンネル掘削パターンの見直し（約１２．４億円増）

オオヌマトンネル 延長L=7,041.8m

• 当初、オオヌマトンネル（本坑及び避難坑）では、地表地質踏査・鉛直ボーリング・弾性波探査の結果を踏まえ、トン
ネル掘削パターンをＣⅡ～Ｅパターンにて計画。

• 先行掘削中である避難坑の先進ボーリング及び掘削面の状況から、亀裂の発達した岩盤や脆弱な地質区間が確認された
ため、避難坑及び今後掘削する本坑も含め、掘削パターンを見直し。

14

（2）事業の投資効果 （全体事業費の変更）

■オオヌマトンネル掘削パターン変更

CⅡ
320m

DⅠ
734m

DⅠ
522m

DⅠ
166m

DⅠ
194m

CⅡ
190m

CⅡ
159m

DⅠ
170m

E
200m

E
358m

DⅡ
241m

DⅡ
1003m

DⅠ
511m

DⅡ
293m

DⅠ
395m

坑口100m E73m 坑口36m

CⅡ
514m

DⅡ
325m

DⅠ62m E75m

DⅡ
840m

DⅠ
381m

DⅠ50.1m DⅠ88m

避難坑当初
掘削パターン

DⅠ
522m

DⅠ
194m

CⅡ
190m

CⅡ
159m

DⅠ
170m

E
200m

E
358m

DⅡ
241m

DⅡ
595.9m

掘削パターン変更区間
（避難坑掘削済み）

避難坑変更
掘削パターン

DⅠ
360m

DⅠ
177m

ＣⅡ
90m

CⅡ
85m

E
99m

DⅡ
427.8m

DⅠ
478.5m

DⅡ88m

CⅡ
172.8m

坑口36m

DⅡ
307.8m

DⅡ
127m

DⅡ
162m

E
99m

CⅡ
85m

DⅠ
198.7m

E73m DⅠ78m

CⅡ
320m

DⅠ
734m

DⅠ
522m

DⅠ
166m

DⅠ
194m

CⅡ
190m

CⅡ
159m

DⅠ
170m

E
200m

E
358m

DⅡ
241m

DⅡ
1003m

DⅠ
511m

DⅡ
293m

DⅠ
395m

E73m 坑口55m

CⅡ
514m

DⅡ
325m

DⅠ62m E75m

DⅡ
840m

DⅠ
381m

DⅠ50.1m DⅠ88m

本坑当初
掘削パターン

DⅠ
522m

DⅠ
194m

CⅡ
190m

CⅡ
159m

DⅠ
170m

E
200m

E
358m

DⅡ
241m

DⅡ
595.9m

本坑変更
掘削パターン

DⅠ
344m

DⅠ
177m

ＣⅡ
90m

CⅡ
85m

E
99m

DⅡ
408.8m

DⅠ
462.5m

DⅡ88m

CⅡ
172.8m

坑口55m

DⅡ
288.8m

DⅡ
127m

DⅡ
162m

E
99m

CⅡ
85m

DⅠ
198.7m

E73m DⅠ78m

坑口100m

坑口116m

坑口116m

※未掘削区間のため今回変更なし

ＣⅡ（避難坑）

■当初計画 ＣⅡ（本坑） ■変更計画

ＤⅡ（避難坑）

ＤⅡ（本坑）

掘削パターン変更区間
（避難坑掘削済み）



④水抜きボーリング
③鏡吹付
②鏡ボルト

補
助
工

法

①長尺鋼管ﾌｫｱﾊﾟｲﾘﾝｸﾞ

④水抜きボーリング
③鏡吹付
②鏡ボルト

補

助

工

法

①長尺鋼管ﾌｫｱﾊﾟｲﾘﾝｸﾞ

④水抜きボーリング
③鏡吹付
②鏡ボルト

補
助
工

法

①長尺鋼管ﾌｫｱﾊﾟｲﾘﾝｸﾞ

④水抜きボーリング
③鏡吹付
②鏡ボルト

補

助

工

法

①長尺鋼管ﾌｫｱﾊﾟｲﾘﾝｸﾞ

②トンネル掘削補助工法の見直し（約４４．１億円増）

2.事業の必要性等

• 当初、オオヌマトンネル（本坑及び避難坑）では、地表地質踏査・鉛直ボーリング・弾性波探査の結果を踏まえ、ト
ンネル坑口部の脆弱な区間において、トンネル掘削補助工法（長尺鋼管フォアパイリング）を設定。

• 先行掘削中である避難坑の先進ボーリング及び掘削面の状況から、亀裂の発達した岩盤や脆弱な地質区間が確認され、
掘削面の不安定化による崩落事故等を防止するため、避難坑及び今後掘削する本坑も含め、補助工法（長尺鋼管フォ
アパイリング、鏡ボルト、鏡吹付）の範囲の見直しや補助工法（水抜きボーリング）を追加。
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（2）事業の投資効果 （全体事業費の変更）

ＤⅡ（避難坑）補助工法なし
長尺鋼管ﾌｫｱﾊﾟｲﾘﾝｸﾞ

鏡ボルト

水抜きﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ

鏡吹付

ＤⅡ（避難坑）
長尺鋼管フォアパイリング

補助工法のイメージ

■当初計画 ■変更計画

オオヌマトンネル 延長L=7,041.8m

CⅡ
320m

DⅠ
734m

DⅠ
522m

DⅠ
166m

DⅠ
194m

CⅡ
190m

CⅡ
159m

DⅠ
170m

E
200m

E
358m

DⅡ
241m
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1003m

DⅠ
511m
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293m

DⅠ
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坑口100m E73m 坑口36m

CⅡ
514m

DⅡ
325m

DⅠ62m E75m

DⅡ
840m

DⅠ
381m

DⅠ50.1m DⅠ88m

避難坑当初
掘削パターン

DⅠ
522m

DⅠ
194m

CⅡ
190m

CⅡ
159m

DⅠ
170m

E
200m

E
358m

DⅡ
241m

DⅡ
595.9m

避難坑変更
掘削パターン

DⅠ
360m

DⅠ
177m

ＣⅡ
90m

CⅡ
85m

E
99m

DⅡ
427.8m

DⅠ
478.5m

DⅡ88m

CⅡ
172.8m

坑口36m

DⅡ
307.8m

DⅡ
127m

DⅡ
162m

E
99m

CⅡ
85m

DⅠ
198.7m

E73m DⅠ78m坑口100m

CⅡ
320m

DⅠ
734m

DⅠ
522m

DⅠ
166m

DⅠ
194m

CⅡ
190m

CⅡ
159m

DⅠ
170m

E
200m

E
358m

DⅡ
241m

DⅡ
1003m

DⅠ
511m

DⅡ
293m

DⅠ
395m

坑口116m E73m 坑口55m

CⅡ
514m

DⅡ
325m

DⅠ62m E75m

DⅡ
840m

DⅠ
381m

DⅠ50.1m DⅠ88m

本坑当初
掘削パターン

DⅠ
522m

DⅠ
194m

CⅡ
190m

CⅡ
159m

DⅠ
170m

E
200m

E
358m

DⅡ
241m

DⅡ
595.9m

本坑変更
掘削パターン

DⅠ
344m

DⅠ
177m

ＣⅡ
90m

CⅡ
85m

E
99m

DⅡ
408.8m

DⅠ
462.5m

DⅡ88m

CⅡ
172.8m

坑口55m

DⅡ
288.8m

DⅡ
127m

DⅡ
162m

E
99m

CⅡ
85m

DⅠ
198.7m

E73m DⅠ78m坑口116m

※未掘削区間のため今回変更なし

ＤⅡ（本坑） ＤⅡ（本坑）

補助工法変更区間
（避難坑掘削済み）

補助工法変更区間
（避難坑掘削済み）



2.事業の必要性等

③濁水処理施設の見直し（約５．１億円増）

• 当初、オオヌマトンネル（本坑及び避難坑）は、「トンネル施工に伴う湧水渇水に関する調査研究」に基づき、濁水処理
施設の規模を100m3/hで計画。

• トンネル掘削に伴い、最大310m3/h程度の湧水が発生したことから、濁水処理施設の規模を見直し。
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（2）事業の投資効果 （全体事業費の変更）

トンネル施工に伴う湧水渇水に
関する調査研究（その2）報告書
[1983.2 (社)日本トンネル技術協会]

Q=1.35(m3/min)×60min=81.0(m3/h)
L：トンネル延長（両堀のため1/2）

7,042/2=3,521m

3.521

1.35

■湧水発生状況（七飯町側）

■トンネルの延長と湧水量の関係 最大 310m3/h
の湧水

■仮設備配置の変化（七飯町側）

追加施設
60m3

追加施設
150m3

当初施設
100m3

1号浄化池【追加】

2号浄化池【追加】

追加施設
100m3

当初施設
100m3

追加施設
60m32号浄化池【追加】

1号浄化池【追加】

■仮設備配置の変化（森町側）

■湧水発生状況（森町側）

最大 252m3/h
の湧水



2.事業の必要性等

④トンネル施工に係わる基準類の見直し（約２８．６億円増）

• オオヌマトンネル（本坑及び避難坑）では、吹付コンクリート材料に含まれている『二酸化アルミニウムナトリウム』
が厚生労働省において毒物及び劇物指定されたことを受け、当該成分を含まない吹付コンクリート材料へ見直し。

（１７．２億円）

• 山岳トンネル工事の最先端部（切羽）にて、岩石の落下等（肌落ち）による労働災害がたびたび発生したことから、
「山岳トンネル工事の切羽における肌落ち災害防止対策に係るガイドライン」に基づき、50m2以上のトンネル断面とな
るオオヌマトンネル（本坑）掘削時に切羽監視責任者を追加。

（１１．４億円）
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（2）事業の投資効果 （全体事業費の変更）

■吹付コンクリート施工状況 及び 切羽監視責任者

吹付コンクリート

鏡吹付

■トンネル断面図（本坑）



2.事業の必要性等

⑤中央分離構造の見直し（約２．０億円増）

• 当初、自動車専用道路の暫定２車線整備において、標準的なラバーポールによる簡易分離構造を採用。
• 重大事故につながりやすい正面衝突事故の緊急対策について、国土交通省の方針に基づき、土工部や中小橋（50m未満）

において、ワイヤロープによる分離構造へ見直し。

18

（2）事業の投資効果 （全体事業費の変更）

⑤中央分離構造の見直し（0.8km） ⑤中央分離構造の見直し（2.2km）

［当初工法］ ラバーポールによる簡易分離構造 ［変更工法］ ワイヤロープによる分離構造

≪イメージ≫



（2）事業の投資効果 （全体事業費の変更）

2.事業の必要性等
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⑥コスト縮減（トンネル非常用施設の見直し）（約２．２億円減）

• 当初、オオヌマトンネル（本坑）内の非常用施設として、トンネル側面を箱抜きした非常電話ボックスを計画。
• 電話ボックスと同等の騒音低減効果が期待できる壁掛け式の電話機（骨伝導タイプ）を採用し、電話ボックスの箱抜き

を廃止。

⑥トンネル非常施設の見直し（74基）

非常電話表示灯
1
2
0
0

1
0
3
0

ESAC型サドル(AC-12)～2

プラグレスアンカー(M5×35)SUS～4
950

非常電話ボックス

1066

1
8
3
5

2
1
0
0

1
6
9

アンカーボルト(M10×70)～4
溶融亜鉛メッキ(HDZ)

▽ F.H

▽ S.L

G42～2LF

7
0
0

170

140

1
5
0
0

3
5
0

1
1
5
0

F.L

監査廊

■当初計画

非常電話ボックス

■変更計画
非常電話収納箱

＜骨伝導の特徴＞
■優れた耐騒音性
周りの｢音(騒音や雑音)｣は頭蓋骨に伝わ

りにくいため、騒音を低減（通話品質向
上）できます。

■自由度の高いマイク位置
頭蓋骨の振動をひろうため、マイク位置

は口周辺に限定されません。

箱抜き掘削



2.事業の必要性等
（3）事業の投資効果（費用便益分析 –事業全体- ）
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基本条件

注1）費用及び便益の合計額は、表示桁数の関係で計算値と一致しないことがある。

注2）便益・費用については、基準年における現在価値化後の値である。

注3）費用便益比については、総便益及び総費用の整数表示の関係で、計算値と表示桁数が一致しない場合がある。

便益(B)

走行時間

短縮便益

走行経費

減少便益

交通事故

減少便益
総便益 費用便益比

（B/C）

経済的

内部収益率

（EIRR）1,086億円 140億円 24億円 1,250億円

費用(C)
事業費 維持管理費 総費用

1.3 5.3％
915億円 25億円 939億円

全体事業費 計画交通量（台／日） 基準年

1,004億円 14,600 令和４年度

変動要因 基準値 変動ケース 費用便益比 （B/C）

交通量 14,600 ±10％ 1.1～1.5

事業費 919億円 ±10％ ０1.3～1.4

事業期間 24年 ±20％ ０1.3～1.4

感度分析

費用便益分析



2.事業の必要性等
（3）事業の投資効果（費用便益分析 –残事業- ）

基本条件

注1）費用及び便益の合計額は、表示桁数の関係で計算値と一致しないことがある。

注2）便益・費用については、基準年における現在価値化後の値である。

注3）費用便益比については、総便益及び総費用の整数表示の関係で、計算値と表示桁数が一致しない場合がある。

便益(B)

走行時間

短縮便益

走行経費

減少便益

交通事故

減少便益
総便益 費用便益比

（B/C）

経済的

内部収益率

（EIRR）1,086億円 140億円 24億円 1,250億円

費用(C)
事業費 維持管理費 総費用

2.1 8.9％
580億円 25億円 604億円

全体事業費 計画交通量（台／日） 基準年

1,004億円 14,600 令和４年度

変動要因 基準値 変動ケース 費用便益比 （B/C）

交通量 14,600 ±10％ 1.8～2.4

事業費 666億円 ±10％ ０1.9～2.3

事業期間 6年 ±20％ ０2.0～2.1

感度分析

費用便益分析
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※総費用・総便益は割引率を用いて基準年の価格に換算（現在価値化）したものであることから、増額等の要因が無い場合でも、見た目の額は増加する。
※費用便益比については、総便益及び総費用の整数表示の関係で、計算値と表示桁数が一致しない場合がある。
※計画交通量は、R22将来交通量の推計値

Ｈ２９再評価時点 Ｒ４再評価時点
備考

（前回評価からの主な変更点）

延長 Ｌ＝１０．０ｋｍ Ｌ＝１０．０ｋｍ

計画交通量 １０，６００台/日 １４，６００台/日
・将来交通需要推計の見直し

H29再評価時：H17全国道路・街路交通情勢調査（事業化ネット）
R04再評価時：H27全国道路・街路交通情勢調査（事業化ネット）

総事業費 約９１４億円 約１，００４億円

・トンネル掘削パターンの見直しによる増

・トンネル掘削補助工法の見直しによる増

・濁水処理施設の見直しによる増

・トンネル施工に係わる基準類の見直しによる増

・中央分離構造の見直しによる増

・トンネル非常用施設の見直しによる減

総費用
Ｃ

約７０２億円
（基準年Ｈ２６）

約９３９億円
（基準年Ｒ４）

・総事業費の変更による増
・基準年の変更による増

総便益
Ｂ

約８４３億円
（基準年Ｈ２６）

約１，２５０億円
（基準年Ｒ４）

・基準年の変更による増
・原単位の変更による増
・計画交通量の増
・事業期間の延伸に伴う減

費用対効果
Ｂ／Ｃ

１．２ １．３

2.事業の必要性等
（3）事業の投資効果（費用便益分析 前回評価との比較 ）
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項目 細目
金額

事業全体 残事業

費用便益比
（B/C）

総費用
C

C=９３９億円 C=６０４億円

総便益
B

B=１，２５０億円 B=１，２５０億円

B/C B/C＝１.３ B/C＝２.１

地域の特殊性を
考慮した便益
（※）

総便益
B

B＝２８３億円 B＝２８３億円

救急医療改善効果 B＝１７０億円 B＝１７０億円

余裕時間の短縮による効果 B＝１０８億円 B＝１０８億円

CO2排出削減による効果 B＝４．７億円 B＝４．７億円

便益試算値を考慮したB/C B/C＝１．６ B/C＝２．５

※表に記載の（※）は開通後50年間の便益額として試算した参考値
※費用・便益については、基準年における現在価値後の値

（3）事業の投資効果【試算（地域の特殊性を考慮した場合の便益による参考値）】

2.事業の必要性等
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・当該事業は、平成１７年度に事業化、平成２７年度に工事着手。

・用地進捗率１００％、事業進捗率２６％（２３％）。

・引き続き、早期開通に向けて事業を進めます。
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3.事業進捗の見込み

※用地進捗率及び事業進捗率は、令和4年度
北海道における事業計画（R4年4月）ベース

※用地進捗率は面積ベース
（令和4年3月末時点）

※事業進捗率の（ ）内は事業費増額後の進捗率
（令和4年3月末時点）



期成会等名称 会長等 主な構成メンバー 要望内容

北海道縦貫自動車道建設促進
道南地方期成会、函館・江差自
動車道早期建設促進期成会、松
前半島道路建設促進期成会、函
館広域幹線道路整備促進期成
会

函館市長

函館市、北斗市、松前町、福島町、
知内町、木古内町、七飯町、鹿部
町、森町、八雲町、長万部町、江
差町、上ノ国町、厚沢部町、乙部
町、奥尻町、今金町、せたな町の
首長

道南と道央を結ぶ高速交通体系の基軸路線として、南北海道地域の
産業、経済の振興発展はもとより、災害時の代替、避難ルート、緊急物
資の輸送路確保、函館市内の高度医療施設への搬送時間の短縮など、
地域住民の安全で安心な暮らしを守るうえで非常に重要な役割を担っ
ている路線であることから早期整備を要望

北海道渡島総合開発期成会 北斗市長

函館市、北斗市、松前町、福島町、
知内町、木古内町、七飯町、鹿部
町、森町、八雲町、長万部町の首
長及び議会議長

南北海道地域で生産される農林水産品や商工業品等の輸送機能の
向上はもとより、函館市に集中する高度医療施設への搬送時間の短縮
や活火山「駒ヶ岳」噴火時における国道５号の代替路や避難路の確保
など、地域住民の日常生活にとって必要不可欠な路線であることから
早期整備を要望

北海道渡島管内商工会連合会 北斗市商工会長

函館市、北斗市、松前町、知内町、
木古内町、七飯町、鹿部町、森町、
八雲町、長万部町の商工会の会
長

地域の高速交通体系の確立により、住民の安全で安心な暮らしはも
とより、道内他都市圏との連携が強化され交流人口の増加など、地域
の産業、経済の振興、発展に大きく寄与することから早期整備を要望

北海道道路整備促進協会、北海
道道路利用者会議、北海道高速
道路建設促進期成会、北海道、
北海道市町村会、北海道町村会

北海道は、圏域の中心都市である函館市などの人口１０万人以上の
都市が高規格道路で結ばれていないなど、ネットワークとして脆弱であ
ることから、物流の効率化、各観光地へのアクセス向上、救急搬送の安
定性向上などのため、また、大規模災害発生時の代替性確保や脱炭
素社会の形成のためにも、高規格道路網（七飯～大沼）の早期整備を
要望
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4.関係する地方公共団体等の意見

◯北海道からの意見

北海道知事からの意見
「北海道縦貫自動車道 七飯～大沼」事業を「継続」とした「対応方針（原案）」案について、異議はありません。
当該事業は、高速ネットワークの拡充による道央圏と道南圏の連絡強化により、地域間交流の活性化や物流の効率化が図られるほか、

新函館北斗駅へのアクセスが強化されるなど、道民生活の向上や経済・社会活動の活性化に寄与することから、早期供用をお願いいたし
ます。

なお、事業の実施に当たっては、周辺環境への影響を最小限にとどめるとともに、徹底したコスト縮減を図り、これまで以上に効率的・効
果的な執行に努めるようお願いいたします。



・北海道縦貫自動車道七飯～大沼は、高速ネットワークの拡充による道央圏と道南圏の連絡機能の強化
を図り、地域間交流の活性化及び重要港湾函館港、拠点空港函館空港等への物流の効率化等の支援
に寄与する事業と考えられます。

・事業の必要性、重要性に変化はなく、費用対効果等の投資効果も確保されていることから、事業の継続
を原案としてお諮りいたします。

・引き続き、コスト縮減に取り組むとともに、適正な事業費及び事業期間の管理に努めていきます。

項目 細目
内容

事業全体 残事業

費用便益比
（Ｂ／Ｃ）

３便益によるＢ／Ｃ
・走行時間短縮
・走行経費減少
・交通事故減少

B/C＝1.3 B/C＝2.1

地域の特殊性を
考慮した便益の検討
（※）

救急医療改善効果 B＝170億円（※） B＝170億円（※）

余裕時間の短縮による効果 B＝108億円（※） B＝108億円（※）

CO2排出削減による効果 B＝4.7億円（※） B＝4.7億円（※）

便益試算値を考慮したＢ／Ｃ B/C＝1.6（※） B/C＝2.5（※）

事業の整備効果

活力

交通混雑の緩和及び
道路交通の安全性向上

・交通転換が図られ、交通混雑の緩和及び道路交通の安全性向上が期待される。

物流の利便性向上 ・定時性及び安定性の高い輸送ルートが確保され、物流の利便性向上が期待される。

主要な観光地への利便性向上 ・広域観光の周遊性が向上し、更なる観光の活性化が期待される。

暮らし 救急搬送の安定性向上 ・急カーブや急勾配が回避され、函館市の高次医療施設への速達性・安定性向上が期待される。

安全 災害時の緊急輸送ルートの強化 ・国道５号の代替路が確保され、救命・救助活動や緊急物資支援など、復旧・復興に寄与する緊急輸送ルートの強化が期待される。

環境 CO2排出量の削減 ・自動車からのCO2排出量9,815（t-CO2/年）の削減が見込まれる。

事業進捗の見込み 事業の進捗状況 ・令和4年3月末時点で、用地進捗率100％、事業進捗率26％
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5.対応方針（案）

表に記載の（※）は開通後50年間の便益額として試算した参考値


